
総務省における研究開発施策の 
検討状況について 

平成26年10月7日 
総務省 情報通信国際戦略局 
技術政策課長 野崎 雅稔 
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総務省における情報通信分野の研究開発 

企業・ 
大学等 

課題指定型 

委託研究 

委託研究 

研究テーマも含めて公募を行い、 
研究を委託 

実用化に向け、あらかじめ研究課題、
目標等を設定した上で、研究を委託 

① ICT重点技術の研究開発プロジェクト  

独立行政法人 

情報通信研究機構 

共同研究等 

② 競争的研究資金 

③ 独立行政法人情報通信研究機構 
 による研究開発 

  （戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE））  

総務省が示す中期目標に基づく研究
開発を、運営費交付金により実施 

課題公募型 

総合科学技術・ 
イノベーション 

会議 

ＩＴ総合戦略本部 

ＩＴ総合戦略 

科学技術基本計画 

資源配分方針 
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病院 ショッピング 

 多言語対応型レジ端末により、商品の
購入や問合せなど、外国人客の要望に
きめ細やかに対応 

 多言語対応ヘッドセット等のウェアラブル
機器を用い、症状や病名の翻訳など 医師
と患者のコミュニケーションを支援 

多言語音声翻訳システムの仕組み 

 スマートフォンなどに話しかけると即座に他の
言語に翻訳して、音声出力する。 
 多様な字体で書かれた看板等の文字を画像処
理により意味認識し、即座に他の言語に翻訳し
て表示する。 

社会実証のイメージ図 

ICT重点技術の研究開発プロジェクト事例① 

 多言語音声翻訳技術はNICTにより開発が行われ、内閣府「イノベーション25」（2007年）に基づく

「社会還元加速プロジェクト」（2008-11年度）により、実用化に向けた研究開発が一気に加速。 

 翻訳の対応領域、対応言語の拡大や翻訳精度を高めるための研究開発の推進、産学官の連

携による、病院、商業施設、観光地等における多様なアプリケーションの社会実証の実施につ

いて、平成27年度予算要求において新規要求・要望。（21億円） 

 2020年の東京オリンピック・パラリンピックまでに社会実装し、多言語音声翻訳技術を活用して

「言葉の壁」がない社会をショーケースとして世界に発信。 



ICT重点技術の研究開発プロジェクト事例② 

（1）次世代光ネットワーク技術の研究開発（新規予算要望施策） 
2020年オリンピック時に予想される8K映像等の巨大なリアルタイムデータの流通等に対応するた
め、現状を大幅に上回る超大容量を確保できる光ネットワーク技術の研究開発を推進。 

（2）スマートなインフラ維持管理に向けたICT基盤の確立（継続予算要求施策） 
社会インフラの老朽化を踏まえ、ICTを活用した社会インフラの効果的・効率的な維持管理を実現

するため、センサー等で計測したひずみ、振動等のデータを、高信頼かつ超低消費電力で収集・
伝送する通信技術等を確立。 

（1）次世代光ネットワーク技術の研究開発 
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（2）スマートなインフラ維持管理に向けたICT基盤の確立 
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ICTイノベーション 
創出チャレンジ 
プログラム 

（I-Challenge!） 

事業化に向けたビジネスモデルの実証（試作品等の開発支援） 

【平成26年度から実施】 

 ・中小企業等と事業化専門家をマッチングさせた上で支援 

         ：企業等は1億円以内、事業化専門家は1,000万円以内/最長１年間 

可能性の検証等がなされたシーズについての実用性の検証 

 ・一般枠：3,000万円以内／最長2か年度 

 ・若手育成枠：1,000万円以内／最長2か年度  等 

 ・地域ICT振興枠：1,000万円／最長2か年度 

課題公募型研究開発 

課題公募型研究開発(競争的資金)において、基礎から実用化に至るまで切れ目のない研究開発支援を実施 

発見・ 
科学的知見 

実現可能性 

実用性検証 

コンセプト 
実証 

事業化 

死の谷 

優れた成果が得られるかどうかの実行可能性や実現可能性の検証 
 ・一般枠：500万円／１か年度 

 ・若手育成枠：300万円／1か年度    

 ・異能vation：300万円／1年間（繰り返し応募可）【平成26年度から実施】 

  ・地域ICT振興枠：300万円／1か年度 戦略的 
情報通信 
研究開発 
推進事業 
（SCOPE） 

 

ICT分野の研究開発における競争的資金 



戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE）の概要 

Strategic Information and Communications R&D Promotion Programme （SCOPE） 

 情報通信分野において、独創性・新規性に富む研究開発課題を、大学・独立行政法人・企業・地方公共団体の研究機関など
から広く公募し、外部有識者による選考評価の上研究を委託することで、地域や研究開発実施者に主体性のある先端技術の
研究開発を支援する競争的資金。 

（1）ICTイノベーション創出型研究開発 

国として今後取り組むべき現時点の課題を分類及び整理した「研究開発戦略マップ」において、イノベーションを創出する独創性や新規性に富む研
究開発を推進。 

（2）若手ICT研究者等育成型研究開発 

ICT分野の研究者として次世代を担う若手人材を育成することや中小企業の斬新な技術を発掘するために、若手研究者又は中小企業の研究者が
提案する研究開発（ビッグデータの利活用のための研究開発を含む）を推進。 

（平成26年度予算額:25.5億円、電波利用料財源5.0億円を含む） 

平成26年度実施プログラム 

（3）電波有効利用促進型研究開発 

電波の有効利用をより一層推進する観点から、新たなニーズに対応した無線技
術をタイムリーに実現するとともに、電波利用環境を保護するための技術の研
究開発を推進。 

（4）地域ICT振興型研究開発 

ICTの利活用によって地域貢献や地域社会の活性化を図るために、地域に密着
した大学や、地域の中小・中堅企業等が提案する研究開発を推進。 

（5）先進的通信アプリケーション開発推進型研究開発 

新世代ネットワーク（将来ネットワーク）の展開を加速し、イノベーション、新市場
の創出、国際競争力強化等を図るため、経路制御、帯域制御等の新世代ネット
ワークの機能を用いた先進的な通信アプリケーションの開発を推進。 

（6）国際連携型研究開発 

研究開発の初期の段階から国際標準化や実用化等の出口を見据え、各国の有
する技術の優位性を踏まえつつ、外国政府との連携による戦略的な研究開発を
推進。 
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NICTの次期中長期目標の策定に向けた検討 
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２６年度 ２７年度 ２８年度 

体制 

目標 

国立研究開発法人 

第３期中期目標 （H23-27） 

独立行政法人制度の見直し（独立行政法人通則法の一部改正） 

● 業務の特性に応じ、法人の形態を三つに分類（中期目標管理法人、国立研究開発法人、行政執行法人） 
 
● 研究開発型法人は、「研究開発成果の最大化」を目的とすることを明示し、研究の目的・内容に応じた柔軟な目標設定、 
  業務運営を可能とする。 

独立行政法人通則法の改正に伴い、平成27年4月、NICTは国立研究開発法人に移行 

• 新法人制度下での、新たな体制の整備 

• 新制度移行や第５期科学技術基本計画の検討等を踏まえ、次期中長期目標に向けた検討 

現行体制 

第４期中長期目標 

http://www.nict.go.jp/index.html


現中期計画におけるNICTの研究開発領域 

NICTは、平成23年度から平成27年度までの第3期中期計画において、以下の4領域の研究開発に重点化。 

電磁波センシング基盤技術 
 高精度な時刻情報や環境情報を 
容易に安全に利用できるようにする 

ネットワーク基盤技術 

情報量の増大、消費電力の低減等の要請に応える 
安心・安全なネットワークを実現する 

未来ＩＣＴ基盤技術 

未来の情報通信にパラダイムシフトをもたらす 

 
 

ユニバーサルコミュニケーション基盤技術 

様々な壁を超えて人に優しい 
コミュニケーションを実現する 

Selamat pagi! おはよう 

早晨好! 좋은 아침! 

光通信、ワイヤレス通信、ネットワークセキュリティなどの技術の研究開発
を進めることにより、環境負荷を低減し、大容量で高度な信頼性・安全性を
備えた新世代ネットワークの実現を目指す。 

多言語通信、超臨場感通信などの技術の研究開発を進めることにより、言
葉の壁を越えたコミュニケーションや高度な臨場感を伴う遠隔医療など、人
と社会にやさしいシステムの実現を目指す。 

時空標準、電磁環境、電磁波センシングなどの技術の研究開発を進めること
により、電磁波を安全に利用するための計測技術、災害や気候変動要因等
を高精度にセンシングする技術等の利用促進を目指す。 

脳・バイオICT、ナノICT、量子ICT、超高周波ICTなどの技術の研究開発を進める

ことにより、未来の情報通信にイノベーションをもたらす新たな情報通信概念と
技術の創出を目指す。 
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「起業家・キャピタリスト 
トレーニングプログラム」 
（米国での研修）新設 

オープンイノベーション 
（ベンチャーの活用など）の取組 

公募により将来ニーズを取り込んだ目標設定・評価 

知財データベースの
活用 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
分
野
の
研
究
開
発
に
よ
る 

新
事
業
・新
産
業
の
創
出 

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
創
出
し
元
気
を
創
る
！ 

リスクマネーの活性化誘導 飛び抜けて優れた研究開発環境の整備と開放 税制支援、規制緩和等 

公募型研究開発 
（基礎研究からビジネス実証まで、切れ目なく支援） 

設定型研究開発（国家プロジェクト化） 

事業化責任者の明確化 

「独創的な人向け特別枠」 

発見・科学的知見 実用性検証 実現可能性 製品化  製品展開（国内・国外） 
死の谷 研 究 開 発 フ ェ ー ズ 事 業 化 ・ 産 業 化 フ ェ ー ズ 

コンセプト実証 開発 

ベンチャー 

大学 

大企業 

カーブアウト 

常時応募可能な「ビジネスモデル実証フェーズ」 
(ICTイノベーション創出チャレンジプログラム） 

i ii iii 

イノベーション創出に向けた仕組み 

プライズ方式の新設 
（技術目標、最初に達成した者に懸賞） 

ベンチャーキャピタル等による評価、失敗の分析 

国際共同研究の強化 知財・広報専門家等からの支援 

オープンイノベーション 
（人材交流の場の提供）新設 

■ 情報通信審議会情報通信政策部会イノベーション創出委員会において、わが国発の破壊的イノベーションの創出を実現す
るための方策を調査・検討し、昨年７月に中間答申、本年６月２７日に最終答申。 

■ イノベーション創出に向け、①独創的な人材による挑戦への支援、②事業化への「死の谷」を乗り越える支援、③国が取り組
むべき技術分野等について提言。 

「異能vation」※ 
「I-Challenge!」※ 

※ 答申を踏まえ、 
H26年度から実施 

イノベーション創出に向けた情報通信技術政策の在り方（H26.6情通審答申） 
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i         nno 

異能vationプログラムの概要 
ICT分野において、破壊的な地球規模の価値創造を生み出すために、大いなる可能性がある奇想天外で
野心的な技術課題に挑戦する独創的な人材を支援。閉塞感を打破し、異色多様性を拓く。 

 伊藤 穰一  MITメディアラボ所長 （世界最高峰のICT関連の研究所の所長） 
 上田 学  ウェブエンジニア （世界的なウェブエンジニア） 
 川西 哲也 独立行政法人情報通信研究機構光ネットワーク研究所 光通信基盤研究室 室長 （光通信） 
 高橋 智隆 株式会社ロボ・ガレージ 代表取締役社長 （世界的なロボットクリエイター） 
 西川 徹  株式会社Preferred Networks 代表取締役 最高経営責任者 （世界的なAI技術者） 
 原田 博司 京都大学 情報学研究科 通信情報システム専攻 教授 （ソフトウェア無線の世界的な研究者） 
 外村 仁  エバーノートジャパン会長First Compass Group General Partner  （インキュベーター） 
 牧野 友衛 Twitter Japan メディア事業部 執行役員 （世界的なデータベースエンジニア） 
 まつもと ゆきひろ  一般財団法人Rubyアソシエーション 理事長 （コンピュータ言語 Ruby 開発者） 

（50音順、敬称略） 

（野心的な 
  技術目標） 

 支援対象： 
独創的なアイデ
アを持つ個人 
義務教育修了者 

総務省 プログラム評価委員会 業務実施機関の評価、採択案件やスーパーバイザーの承認 

ゴールへの道筋に向けた再挑戦を奨励 → 繰り返し応募可能 

卒
業 

再
挑
戦 

  ゴールへの道
筋がたてられ、方
向性が明確に
なった課題は「高
評価」 

ICT分野で世界的に活躍するスーパーバイザー（9名） 挑戦者の選考・研究の助言・評価等 

支援額：300万円(上限)＋間接経費(30％) 

支援期間： 1年間 

採択件数： 10件程度 
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  ICTイノベーション創出チャレンジプログラム（I-Challenge!）の概要 

■ ICT分野における我が国発のイノベーションを創出するため、ベンチャー企業や大学等による新技術を
用いた事業化等への挑戦に対し、常時応募可能な支援（研究開発費用等の一部補助）を行う。 

◆支援対象 
下記①、②の企業等が共同で行うビジネスモデル実証フェーズの取組 
 ① 新サービス・技術等の事業化を目指すベンチャー企業・大学等 
 ② 当該事業化を支援するベンチャーキャピタル等 

◆公募：常時応募可能 

◆支援額（補助金） 

  ①１億円以内（間接経費(30％）含む) （補助率 企業：2/3、大学等：10/10）  

②1000万円以内（一般管理費(10%)含む） （補助率：2/3） 

◆支援期間： 1年間 

国内の主要なベンチャーキャピタル等（２７社）が事業化支援の専門家として提案の一次審査に参加 

 
 
 
 
 
 
    

プロトタイプ 
試作・デモ 

知財化 検証 

ビジネスモデルの実証 

事業化への「死の谷」 

大企業等との 
マッチング 

ライセンシング 

ＩＰＯ 
Ｍ＆Ａ 

新サービス 
投入 

民間資金の呼び込み 

コンセプト検証 (PoC : Proof of Concept) 

事業化 

チームを組んでビジネスモデルの実証に取り組む 

評価・運営委員会 

評価・採択等 

事業化支援の専門家 
（ベンチャー 

キャピタル等） 

事業化を目指す 
ベンチャー企業等 

【事業イメージ】 

公募（常時応募可能） 

ベンチャー企業 
・大学等 

ベンチャー 
キャピタル等 

平成27年度要求額：5億円 
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競争的資金の拡充への取り組み 

 ICTオープンイノベーション促進研究開発事業（平成27年度新規予算要求中） 

世界最先端のICTサービス像（社会像）の実現に向け、 
広く社会展開を図ることを念頭に置き、波及効果の高い技術分野 
を特定し、『技術シーズの発掘』と『異分野・異業種融合によるプロ 
ジェクト化』の2段階による戦略的な研究開発を推進し、オープンイ 
ノベーションを促進。 
（平成27年度要望額4億円） 
 

 国際共同研究の拡充 

平成24年度から欧州委員会と共同研究開発を実施。（光通信、無線通信、セキュリティ等） 
平成25年度調査事業において、国際共同研究の検討対象とすべき5分野を特定。来年度から欧

州以外の研究対象国の拡大を図るべく、候補となり得る諸外国（米国、シンガポール、インド等）
において当該5分野について国際共同研究のフィージビリティスタディを実施し、技術分野に応じ
た提携国や共同研究スキームの 
選定を実施予定。 

技術分野 選定理由（概要） 

M2M/センサネットワーク技術 全ての社会的課題で必要とされている技術であり、多様な課題解決に
資する基盤技術の技術開発が必要。 

ワイヤレス技術 様々なデータのやり取りを支える基盤として、（未使用）周波数の活用や、
次世代携帯電話規格策定等、引続き技術開発が必要。 

機械学習／認知認識技術 複数の社会的課題において必要とされている技術であるとともに、ロボ
ティクスや、ヒューマンインタフェース等応用領域も広い。 

ロボティクス技術 複数の社会的課題において必要とされている技術であるとともに、諸外
国も公的資金等を投入し、積極的に研究開発を推進中。 

セキュリティ技術 M2M/センサネットワーク、ビッグデータの幅広い領域への適用に伴い、
更にセキュリティの重要性が向上。 

※上記は予算の成立状況等に応じて、内容が変更になる可能性があります。 
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